
 

安全保障関連法案の慎重審議を求める意見書 

 

 政府は、集団的自衛権の行使容認を盛り込んだ安全保障関連法案を第１８９回国会

に提出しました。安倍総理大臣は、提出する前から、これらの法案を同国会で成立さ

せると表明したばかりでなく、自衛隊法、周辺事態法、国連平和維持活動（ＰＫＯ）

協力法など、本来はそれぞれ丁寧に審議すべきである１０法律の改正案を１つに束ね

て提出し、審議を簡略化しようとしています。戦後７０年間、平和憲法のもとで我が

国が貫いてきた、海外で武力を行使しないという原則を大きく転換しようとしている

にもかかわらず、国民への丁寧な説明や国会での徹底審議を避け、結論ありきで安全

保障関連法案の成立を強行しようとする政府の姿勢は容認できません。 

 また、政府は、いわゆる新三要件により集団的自衛権の行使を認めるとしています

が、この要件は便宜的、意図的なものであり、歯止めとなるものではありません。加

えて、政府が集団的自衛権を行使して対応しなければならないとしている事例は、蓋

然性や切迫性に疑義があり、その必要性が認められず、我が国に直接の武力攻撃がな

くても自衛隊による海外での武力行使を容認することは、立憲主義に反した憲法解釈

の変更であり、現政権が進める集団的自衛権の行使は容認できません。 

 さらに、安全保障関連法案には、国際平和のために活動する他国軍の後方支援の拡

大など、武力行使との一体化につながりかねない内容や、自衛隊の海外派遣に対する

国会承認の期日（７日以内）を努力義務にとどめるなど、国会承認を形骸化させかね

ない内容が盛り込まれています。しかし、政府には、憲法の平和主義、専守防衛の原

則を堅持した上で、国民の生命や財産、我が国の領土や領海を確実に守るという観点

から安全保障政策を構築する責任があります。 

 よって、国会及び政府は、安全保障関連法案に対する国民の疑問や不安を真摯に受

け止め、成立時期にこだわらず、慎重かつ丁寧に国会審議を進めるよう強く求めます。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 平成２７年６月２６日 

                     枚方市議会議長  大 森 由紀子  
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